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2023年 7月 1日 

第 17 期 決算公告 

東京都千代田区神田猿楽町二丁目 8 番 16 号 

株式会社メモリード・ライフ 

代表取締役  吉田 仁 

 
２０２２年度 （２０２３年３月３１日現在） 貸借対照表 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部） 

 現 金 お よ び 預 貯 金  

   現 金  

   預 貯 金 

 有 価 証 券 

   国 債   

 有 形 固 定 資 産 

   建 物 

 その他の有形固定資産 

 無 形 固 定 資 産 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

   の れ ん 

 ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定    

 再 保 険 貸 

 そ の 他 資 産 

   未 収 金 

   前 払 費 用 

   未 収 収 益 

   預 託 金 

   そ の 他 の 資 産  

 供 託 金 

 

 
 

 2,695,752 

       178 

2,695,574 

65,743 

65,743 

7,946 

4,983 

2,962 

204,987 

204,219 

－ 

768 

－ 

492,652 

457,115 

12,600 

426 

17,775 

4,734 

176,000 

（負債の部） 

 保 険 契 約 準 備 金 

   支 払 備 金 

   責 任 準 備 金 

 代 理 店 借 

 再 保 険 借 

 そ の 他 負 債 

   未 払 法 人 税 等 

   未 払 金 

   預 り 金    

   そ の 他 の 負 債 

 価 格 変 動 準 備 金  

 
 

572,312 

120,165 

452,147 

39,958 

－ 

94,800 

30,963 

60,206 

2,672 

958 

494 

負 債 の 部  合 計  707,566 

（純資産の部） 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

   資 本 準 備 金   

 利 益 剰 余 金  

   繰 越 利 益 剰 余 金 

 株 主 資 本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 

 
 

250,000 

250,000 

250,000 

2,434,484 

2,434,484 

2,934,484 

1,031 

1,031 

純 資 産 の 部  合 計   2,935,515 

資 産 の 部 合 計 3,643,081 負債及び純資産の部合計 3,643,081 
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自 ２０２２年４月 １日 
  ２０２２年度                     損益計算書 

至 ２０２３年３月３１日 

（単位：千円） 

科    目 金   額 

 経 常 収 益 

   保 険 料 等 収 入 

     保 険 料 

     再 保 険 収 入 

       回 収 再 保 険 金 

       再 保 険 手 数 料 

       再 保 険 返 戻 金 

       そ の 他 再 保 険 収 入    

   責 任 準 備 金 等 戻 入 額 

     責 任 準 備 金 戻 入 額 

   資 産 運 用 収 益 

     利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 

     そ の 他 運 用 収 益 

   そ の 他 経 常 収 益 

3,675,147 

3,445,382 

3,445,382 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

227,225 

227,225 

1,071 

893 

178 

1,466 

 経 常 費 用 

   保 険 金 等 支 払 金 

     保 険 金 等 

     解 約 返 戻 金 等 

     再 保 険 料 

   責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

     支 払 備 金 繰 入 額 

   資 産 運 用 費 用 

   事 業 費 

     営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

     税 金 

     減 価 償 却 費      

3,298,255 

1,884,841 

1,879,475 

5,366 

－ 

5,864  

5,864 

71 

1,407,477 

1,376,403 

2,962 

28,111 

 経 常 利 益 （ ま た は 経 常 損 失 ） 376,891 

 特 別 損 失 

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 

固 定 資 産 処 分 損 

319 

26 

293 

 税 引 前 当 期 純 利 益  376,572 

 法 人 税 及 び 住 民 税 126,043 

 当 期 純 利 益 250,528 
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自 ２０２２年４月 １日 

     ２０２２年度                     株主資本等変動計算書 
至 ２０２３年３月３１日 

 

（単位：千円） 

科   目 

株 主 資 本 
評価・換算 

差 額 等 
純 資 産 

合 計 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 

株 主 資 本 

合     計 

そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 
資 本 

準 備 金 

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 250,000 250,000 2,283,955 2,783,955 2,186 2,786,142 

当 期 変 動 額       

 剰 余 金 の 配 当 － － △100,000 △100,000 － △100,000 

 当 期 純 利 益 － － 250,528 250,528 － 250,528 

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額（純額） 
－ － － － △1,155 △1,155 

当 期 変 動 額 合 計 － － 150,528 150,528 △1,155 149,373 

当 期 末 残 高 250,000 250,000 2,434,484 2,934,484 1,031 2,935,515 
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〔個別注記表〕 

  

《 重要な会計方針に係る事項に関する注記 》 
 

１．計算書類の作成方法 

    貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13

号）の規定のほか、保険業法施行規則（平成 8年大蔵省令第 5号）に準拠して作成しております。 

       

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券（国債）について、期末日の市場価格相当に基づく時価法（金融商品会計基準）

を適用し、評価差額を全部純資産直入法により処理しております。 

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 
 
（１）有形固定資産 

        定率法（ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用し

ております。 

         なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 
         建物附属設備         15年 

         工具・器具・備品     2～10年 
 

（２）無形固定資産 

        定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し、

リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。  

また、のれんについては、買収による投資回収期間（５年）に基づく定額法を適用しております。 

 

５．引当金の計上基準       

    該当事項はありません。 

 

６．価格変動準備金の計上基準       

    保険業法第 115条の規定により算出した額を計上しております。 

 

７．責任準備金の積立基準 

責任準備金は、保険業法施行規則第211条の46の規定に基づき算出した金額を計上しております。 

 

８．支払備金の積立基準 

支払備金は、保険業法施行規則第 73条の規定に基づき算出した金額を計上しております。 
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９．収益および費用の計上基準 

保険商品の販売に係る収益は、保険業法施行規則第 69条第 3項の規定に基づき未収保険料の計上

が禁止されているため、保険契約上の責任が開始しているものに対し、当該保険料等の収納時に収

益を認識しております。なお、収納した保険料等収入のうち、期末時点において、未経過となって

いる期間に対応する部分については、責任準備金に繰り入れております。 

また、保険商品の販売に係る原価に相当する保険金や解約返戻金等は、保険約款に基づく支払事

由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額の支払時に当該費用を認識しております。なお、

期末時点において支払義務が発生しているが支払いが行われていない保険金等について支払備金

に繰り入れております。 

 

10．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

《 会計方針の変更に関する事項 》 
 

該当事項はありません。 

 

《 収益認識に関する事項 》 
 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号）について、第３項（会計基準範囲）（３）

の規定により、保険法における定義を満たす保険契約については適用範囲に含めないこととされてい

るため、当該基準を適用しておりません。 

 

《 表示方法の変更に関する事項 》 
 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31号）を適用し、計算書類に重要な

会計上の見積りに関する注記を記載することとしております。（当事業年度末において、該当事項はあ

りません。） 

 

《 会計上の見積りに関する事項 》 
 

該当事項はありません。 
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《 貸借対照表に関する注記 》 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額       16,311 千円 

 

２．税効果会計に関する事項 

     税効果会計を適用しておりません。 

 

３．供託金の内訳 

保険業法第 272 条の 5 第１項及び同施行令第 38 条の 4 の規定に基づき、政令で定められた額の

金銭を供託しております。 

 なお、当年度末における翌年度の供託所要額は、182,000千円であります。 

 

４．支払備金の内訳 

              (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

（当期末残高） 

普 通 支 払 備 金 52,909 － 52,909 

既 発 生 未 報 告 損 害 

に 対 す る 支 払 備 金 
67,255 － 67,255 

合  計 120,165 － 120,165 

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 73 条第 3 項および第 71 条第 1 項

に規定する、積み立てないことができる再保険を付した部分に相当する支払備金はありません。 

 

５．責任準備金の内訳   

          (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

(当期末残高) 

普 通 責 任 準 備 金 394,346 － 394,346 

異 常 危 険 準 備 金 57,800 － 57,800 

合  計 452,147 － 452,147 

保険業法施行規則第 211 条の 52において準用する同規則第 71 条第 1項に規定する、積み立て

ないことができる再保険を付した部分に相当する責任準備金はありません。 
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《 損益計算書に関する注記 》 
 

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の算出 
 

 （１）正味収入保険料 

保険料                     3,445,382千円 

再保険返戻金      -千円 

その他再保険収入 (注)             -千円 

再保険料                     -千円 

解約返戻金等                   5,366千円 

                   差引                   3,440,016千円 
 

 （２）正味支払保険金 

保険金等               1,879,475千円 

              回収再保険金                     -千円 

             差引      1,879,475千円 

 

２．その他経常収益の内訳 

その他経常収益の主な内訳は、従業員の社宅家賃控除に伴う収入、雇用関係助成金（正社員
化コース）による収入等であります。 

 

３．利息及び配当金収入の内訳  

   預貯金利息                        45千円 

   有価証券利息             401千円 

   その他利息                446千円 

 

４．減価償却費の内訳  

   有形固定資産    2,974千円 

   無形固定資産          25,136千円 

 

５．特別損失の内訳  

その他特別損失の主な内訳は、固定資産の処分による除却損および有価証券（国債）における価
格変動準備金への積立額であります。 
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《 株主資本等変動計算書に関する注記 》 
 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

         (単位：株) 

株式の種類 
前 年 度 末 

株 式 数 

当 年 度 

増 加 株 式 数 

当 年 度 

減 少 株 式 数 

当 年 度 末 

株 式 数 

発行済株式     

  普通株式 100,000 － － 100,000 

合 計 100,000 － － 100,000 

 

２．剰余金の配当に関する事項 
 

      （１）配当金支払額               100,000 千円 
 

      （２）基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌年度になるもの 

 

決   議 
株  式 

の 種 類 

配 当 金 

の 総 額 

配  当 

の 原 資 

1 株当た

り配当金 
基 準 日 

効 力 

発 生 日 

2023年 6月 27日 

定時株主総会 

普通 

株式 

50,000 

千円 

利  益 

剰余金 
500円 

2023年 

3月 31日 

2023年 

6月 28日 

   (注）上記配当は、2023 年 6 月 27 日開催の定時株主総会にて決定いたしました。 

 

《 税効果会計に関する注記 》 
 
 該当事項はありません。 

 

《 金融商品に関する注記 》  
 
１．金融商品の状況に関する事項 
 

      （１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、「資産運用に関する基本方針」及び「資産運用規程」に基づ

き、預金（外貨除く）および国債等の有価証券に限定し、銀行等金融機関からの借入による

資金の調達およびデリバティブの取引は予定しておりません。 

      （２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

市場関連リスクや信用リスクについては、「資産運用リスク管理方針・管理規程」にした

がい、リスクの状況について、定期的にモニタリングした結果をリスク管理委員会および取

締役会等へ報告される体制としています。 

定期性預金については、「資産運用実施規則」に基づき、預金対象限度額を定め、預金対

象金融機関の対象先および格付けを限定し、同一預金先への預金限度額（全体に対する割合）

を設定した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性等を総合的に評価して決定する体制とし

ています。 
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    ２．金融商品の時価等に関する事項 

2023年 3月 31日（当年度決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。         

  (単位：千円) 

内  容 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

現金及び預貯金 2,695,752 2,695,752 － 

有価証券（国債） 65,743 
130,743 － 

供託金（国債） 65,000 

（金融商品の時価の算定方法） 

➀ 現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

➁ 有価証券及び供託金に供している債券については、期末日の市場価格によっております。 

 

《 関連当事者との取引に関する注記 》  
  
該当事項はありません。 

 

《 １株当たり情報に関する注記 》 
 

１．１株当たり純資産額    29,355円 15銭 
 
２．１株当たり当期純利益     2,505円 28銭 

 

《 その他の注記 》 
 

  金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

《 重要な後発事象に関する注記 》 
 

 該当事項はありません。 


